
県民の切実な願いを県政に

反映させるための請願。 

６月、９月議会に１０件の請

願が提出されました。そのうち

の８件が尾村県議が紹介議員

となりました。            

障害者自立支援法のもとで

の県独自の軽減策を求めた請

願は、自民・公明によって不採

択となりました。
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県
の
財
政
健
全
化
基
本
方
針
（
案
）
は
、
総
人
件
費
抑
制
や
公
共
事
業
の

削
減
、
事
務
事
業
の
見
直
し
な
ど
「
県
民
や
県
職
員
に
痛
み
を
押
し
付
け

る
も
の
」と
な
っ
て
い
ま
す
。

尾
村
県
議
は
財
政
悪
化
の
原
因
は
、
歳
入
面
で
は
地
方
交
付
税
の
大
幅

削
減
、
歳
出
面
で
は
無
駄
な
大
型
公
共
事
業
を
続
け
た
こ
と
に
あ
る
と
指

摘
し
、
そ
の
原
因
と
責
任
を
明
確
に
す
べ
き
と
主
張
し
ま
し
た
。

県
民
意
識
調
査
で
は
、
約
八
割
の
県
民
が
、
こ
の
間
の
県
の
公
共
事
業

に
は
無
駄
が
あ
っ
た
と
回
答
し
て
い
ま
す
。
公
共
事
業
は
、
県
民
に
喜
ん
で

も
ら
え
る
も
の
に
、
生
活
に
密
着
し
地
元
の
建
設
業
者
に
仕
事
が
回
る
も

の
こ
そ
必
要
で
す
。

尾
村
県
議
は
、
事
務
事
業
の
見
直
し
、
総
人
件
費
抑
制
策
を
行
う
前

に
、
県
民
合
意
の
な
い
事
業
、
需
要
予
測
を
見
誤
っ
た
事
業
に
つ
い
て
メ
ス

を
入
れ
、
徹
底
し
た
精
査
を
す
べ
き
と
主
張
し
ま
し
た
。

総
事
業
費
百
四
十
億
円
の
大
手
前
拡
幅
事
業
は
、
現
在
一
日
の
交
通
量

は
一
万
六
千
台
で
あ
る
も
の
が
、
十
数
年
後
に
は
、
五
千
台
増
え
て
二
万

一
千
台
に
な
る
と
い
う
非
科
学
的
な
数
値
に
固
執
し
、
県
民
の
失
笑
を
買

っ
て
い
る
と
指
摘
し
ま
し
た
。

総
事
業
費
四
百
五
十
億
円
の
斐
伊
川
水
道
事
業
は
、
今
後
二
十
年
間
で

人
口
が
四
％
増
加
す
る
と
い
う
人
口
予
測
は
破
綻
し
、
最
大
の
受
水
団
体

で
あ
る
松
江
市
が
、
総
合
計
画
で
尾
原
ダ
ム
受
水
計
画
の
見
直
し
を
図
る

と
決
定
し
た
こ
と
を
紹
介
し
ま
し
た
。

①

県
民
本
位
の
行
財
政
の
確
立
と
住
民
の
福
祉
の
増
進
を
図
る
こ

と
を
両
立
さ
せ
る
こ
と

②

不
要
不
急
の
大
型
公
共
事
業
や
継
続
中
の
事
業
を
抜
本
的
に
見

直
す
。
住
民
の
暮
ら
し
を
守
る
分
野
の
充
実
を
図
り
、
そ
の
立
場

か
ら
業
務
と
組
織
の
あ
り
方
や
職
員
配
置
を
検
討
す
る
こ
と

③

国
に
地
方
交
付
税
の
総
額
確
保
を
強
く
要
求
し
、
国
の
直
轄
事

業
に
つ
い
て
は
負
担
金
の
廃
止
を
要
求
す
る
こ
と
。
直
轄
事
業
に

地
元
業
者
が
参
入
で
き
る
よ
う
要
求
す
る
こ
と

④

雇
用
創
出
と
地
域
経
済
の
発
展
に
力
を
注
ぐ
こ
と

⑤

県
民
の
生
命
を
守
る
た
め
に
も
活
断
層
調
査
を
実
施
し
、
耐
震

対
策
を
強
化
す
る
上
で
も
、
核
燃
料
税
率
の
引
き
上
げ
を
検
討

す
る
こ
と

⑥

議
会
と
し
て
県
民
の
信
頼
と
負
託
に
応
え
て
い
く
た
め
費
用
弁

償
は
実
費
支
給
に
改
め
る
こ
と

島根労働局の就職支援セミナーテキストには、面

接の際「給料、残業について聞いてはならない」と記

述されていました。尾村県議の改善を求める質問に

対し、溝口知事は「不適切である」と答弁していまし

た。 

このテキストは、１６府県で使用されていたことが

判明。厚生労働省は問題部分の削除を表明。１０月

から新しいテキストが使用されています。

 今年 7 月熊本県に嫁がれた女性が実家のある出雲市の県立

中央病院で出産されました。生まれた赤ちゃんは重い心臓病で

２２日間入院。病院は赤ちゃんが保険に未加入との理由で１６０

万円を請求した上、支払い誓約書まで書かせていました。（結

果的には、赤ちゃんは養育医療の対象でおむつ代程度の支払

いで済みました）

 尾村県議はこのひどい対応を告発し、改善を要求。病院事業

管理者は議会で謝罪し、医師をはじめ関係スタッフに医療費助

成制度について周知徹底し改善を図っていくと答弁しました。


